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１．行財政改革の背景と必要性 

 

１）これまでの行財政改革の取組の振り返り 

本市が令和 4 年度までに、行財政改革推進計画及び財政健全化計画に基づき推進してきた

行財政改革の取組について、まず総括して振り返ります。 

 

① 第５次行財政改革推進計画における取組 

本市では、平成 10 年に「行財政運営の改善についての今後の方針」を作成し、①合理的で

効率的な行財政システムの追求、②経済社会の変化に伴う新たな住民ニーズへの対応、という

２つの課題に応える行財政運営上の見直しに取り組みました。 

これを引き継ぎ昇華させる形で、平成 17 年度に行財政改革推進計画を策定し、より体系的

な行財政改革への取組をスタートさせ、さらに、この計画を適宜見直し、累次の改訂を行うこ

とで、社会経済情勢と市民ニーズの変化に素早く対応する態勢の構築に取り組んできたところ

です。 

本計画の前計画にあたる第５次行財政改革推進計画では、「第５次総合計画の推進を確かな

ものとする」との位置付けのもと、経営の視点を重視した計画を構築することで、どのような

財政状況にあっても時代の変化に合わせた行政サービスの速やかな展開を図り、持続的な市政

運営を可能とする『経営体質の改善』を、具体的な行動である取組項目に共通する計画の理念

として、平成 30年度から令和 4年度までの５年間、行財政改革の取組を推進してきました。 

第５次行財政改革推進計画における取組の達成状況評価を総括的に振り返ると、「Ⅰ ③ 組

織と定員管理の見直し･行政運営効率化」 、「Ⅲ 財政基盤の強化」に関する取組評価が年々低

下している状況です。  

また、全体的に計画を上回る達成状況までには結び付かず、取組の進捗に停滞感が見受けら

れる状況となっています。 

 

一方で、第５次行財政改革推進計画における取組の効果額について総括的に振り返ると、次

のとおりであり、計画による見込を上回るペースで実績効果額を計上している状況です。 
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② 財政健全化計画における取組 

将来にわたって持続可能な財政構造の構築を図るため、平成 26 年度から 2 次にわたり、伊

勢原市財政健全化計画を定め、『経常収支比率を８０％台とする』という目標を設定し、「入る

を量って、出るを制す」という財政運営の原則に則り、財政をスリム化･重点化することを基

本として、財政健全化の取組を進めてきました。 

▼ 経常収支比率の推移 

経常収支比率とは、財政構造の弾力性を表す指標（経常的な経費に経常的な収入がどの程

度充てられるか）であり、人件費･扶助費･公債費等の義務的経費が地方税･地方交付税等の一

般財源に対して占める割合を示しています。数値が高いほど財政構造が硬直化していて、自

由に使えるお金が少なく、予算の使い道としての裁量の余地がほとんどない状況です。 

一般的には 80％台が望ましいとされている中で、本市は、近年、92％～98％台を推移して

います。特に平成 29 年度以降は数値が悪化し、令和元年度には 98.9％になりました。 

全国市区町村平均や県内市、類似団体と比べても高く、財政構造が硬直化した状況が続い

ており、政策的･臨時的な取組に必要な財源の確保が難しい状況です。 

 

（％） 

全国市区町村平均 
８８.９％(令和３年度) 
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２）伊勢原市を取り巻く状況 

 

① 人口の減少・少子高齢化の進展 

昭和 46 年の市制施行当時には約 4.8 万人であった本市の人口は、平成 13 年には 10 万人を

越え、その後は、微増から横ばい傾向で推移していましたが、平成 30 年をピークに緩やかな

減少に転じています。 

令和 2 年の人口は約 10.2 万人となっていますが、20 年後の令和 22 年には約 9.2 万人(▲

10％)に、40 年後の令和 42 年には約 7.4 万人(▲28％)にまで減少すると推計されています。 

年齢階層別の人口構成では、年少人口(0～14 歳)と生産年齢人口(15～64 歳)の割合が減少

を続け、令和 2 年の構成比では、年少人口が 11.7％、生産年齢人口が 62.0％となっています。 

一方で、65 歳以上の高齢者人口の割合は増加を続けており、令和 2 年の構成比は 26.3％で、

人口の 4人に 1人が 65歳以上である超高齢化社会が更に進んでいます。また、後期高齢者(75

歳以上)の割合が 13.2％となり、前期高齢者(65～74 歳)の割合(13.1％)を上回っています。 

今後は、年少人口は、令和 2 年の約 1.2 万人から 40 年後の令和 42 年には約 5 千人へと約 6

割減少し、また、生産年齢人口は、約 6.3 万人から約 3.7 万人へと約 4割減少すると推計され

ています。 

一方で、高齢者人口は、令和 2 年の約 2.7 万人からさらに増加を続け、令和 12 年には約 3

万人となり、高齢化率は 30％に達すると推計されています。また、団塊の世代が 75 歳以上と

なる令和 7 年には、後期高齢者の人口がさらに増加することが推計されています。さらに、高

齢化率が 40％を超える令和 27 年から令和 32 年にかけて、高齢者人口が約 3.5 万人とピーク

を迎えると推計されています。 

こうした今後の本格的な人口減少・超少子高齢化の進展に伴い、労働力の減少による地域経

済の活力低下や社会保障関連経費の増加などが懸念されます。 

▼ 人口の推移と推計 

 

出典：「令和２年度伊勢原市次期総合計画策定基礎調査における将来人口推計結果」 

総人口 
→ ▲2.8 万人 

(▲27%) 

高齢者人口 
→ 2.33 人に
１人の割合に 

生産年齢人口 
→ 総人口の 
半分に減少 

年少人口 
→ 半減以上 

人口が減少 

少子高齢化が進展 

⇑ 
２０年後 

⇑ 
４０年後 
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② 公共施設等の老朽化への対応 

本市の公共施設の多くは、人口の増加等に伴い、昭和 40 年代から 50 年代にかけて集中して

整備されたことから、建築から 30 年以上経過している建物の延床面積の合計が、全体の約 8

割を占めており、老朽化が進んでいます。 

20 年後の令和 22 年には、ほぼ全ての公共施設が築年数 30 年以上になる見込みで、特に約

8 割の施設は、築年数 50 年以上になる見込みであり、今後、老朽化した施設の大規模改修や

更新の時期が集中し、そのために多くの費用が必要となります。 

公共施設の老朽化等に対応するための改修や更新等に係る将来経費は、現在の公共施設に係

る投資的経費(約 6.9 億円/年)と比較して、従来型(築 30 年で大規模改修･築 60 年で建替)の

場合は約 4.1 倍で年間約 21.2 億円の不足、長寿命化併用型(築 40 年で長寿命化改修･築 80 年

で建替＋公共施設再配置プラン反映)の場合でも約 3.1 倍で年間約 14.7 億円の不足と、いず

れの場合においても、将来の公共施設の更新･大規模改修等に要する財源が大きく不足すると

予測しています。 

また、本市では、厳しい財政状況の中にあって、少子高齢化の進展に対応する諸施策の展開

や市民ニーズに応えるため、既存の施設の改修等を行えていない現状にあり、今後、既存の施

設を安全･安心な状態で使用していくため、また、より長い期間にわたって施設を使用してい

くための改修や施設の更新などが必要となることが見込まれます。 

さらに、公共施設は、市民の様々な活動の場であり、今後も持続可能な公共施設サービスを

提供するため、公共施設の老朽化対策を行うとともに、人口減少等に伴う利用需要の変化に対

応した公共施設の見直しを行う必要があります。 

本市のインフラの多くも、高度経済成長期の人口の増加に合わせて建設され、老朽化が進行

し、今後、維持管理や老朽化対策のための改修や更新などに多額の費用が必要になります。 

インフラの更新等に係る将来経費は、年間平均で約 18.2 億円、今後 40年間で約 728.3 億円

と大きな財政負担が見込まれており、また、更新時期が一定期間に集中することや将来更新経

費は時期によって大きく変動する状況にあることなどから、施設の長寿命化による財政負担の

平準化や維持管理コストの縮減を図る必要があります。 

インフラは、市民の日常生活に必要不可欠なものであることから、個別施設計画に基づく予

防保全型の維持管理を実施するとともに、新たな技術の導入や国庫補助金などの活用、維持管

理経費・改修・更新等のライフサイクルコストの縮減や、財政負担の平準化を図り、効果的か

つ効率的に維持管理を行う必要があります。 
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③ 厳しい財政状況 

本市の財政は、今後、人口減少等に伴う市税収入の減少、高齢者等を支援するための扶助費

の増加、公共施設等の老朽化対策の経費の増加などにより、厳しい状況が続くものと予測され

ます。 

 

ア．歳入 

本市の歳入総額は、概ね 300 億円台前半で推移していますが、令和 2 年度及び令和 3 年度

は、新型コロナウイルス感染症対応に係る国庫補助金等が大幅に増加したことにより、歳入

総額も増えています。 

自主財源の根幹で、市の収入を支える重要な財源である市税は、歳入全体の概ね 50～55％

を占めており、国内経済の緩やかな回復基調が続く中で、平成 30年度までは増加傾向で推移

していましたが、新型コロナウイルス感染症拡大の影響による国内外の景気の減速等により、

法人市民税が減少に転じたため、令和元年度から減少傾向となっています。 

また、市税収入の約 4 割を占める個人市民税は、リーマンショック(平成 20 年)で落ち込ん

だ後、継続的な雇用情勢の改善等に伴い回復傾向にあるものの、今後は、生産年齢人口の減

少等により、大幅な増加は期待できないものと見込まれます。  

 

 ▼ 市税収入の推移 

 

（億円） 
▼ 歳入決算額の推移 

（億円） 

個人市民税 

法人市民税 

固定資産税 

その他 
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イ．歳出 

本市の普通会計歳出総額は、令和元年度まで横ばいから微増で推移しています。 

なお、令和 2 年度及び令和 3 年度は、新型コロナウイルス感染症対応に係る国庫補助金等

を活用した事業の実施や特別定額給付金の支給等による補助費等の増加のため、歳出総額が

大幅に増加しています。 

性質別でみると、経常的に支出が必要な経費である義務的経費(人件費･扶助費･公債費)が、

全体のおよそ半分となっています。特に、児童･高齢者･障がい者･生活困窮者などの支援に係

る扶助費が、10 年前と比較して倍近くの約 50 億円程度増加しており、全体構成比の約 3 割

を占めています。今後のさらなる高齢化の進展等により、引き続き、扶助費をはじめとする

社会保障関連経費の増加が続くことが想定されます。 

一方で、公共施設やインフラの整備･維持等に要する投資的経費及び維持補修費は、年度に

より増減はあるものの、概ね 20～40 億円程度で推移しています。 

今後、人口減少、少子高齢化の進行に伴い、扶助費をはじめとする社会保障関連経費のさ

らなる増加が見込まれるほか、公共施設等の維持･修繕･建替などに多額の費用が必要となる

ことから、これまで以上に歳出の増嵩要因が高まることが懸念されます。 

▼ 普通会計 性質別経費の決算額の推移 

ウ．市債 

学校などの公共施設や道路などの整備には多額の費用が必要となりますが、こうした公共

施設サービスや建設事業について、毎年度の支出を調整するととともに、将来世代の市民と

も負担を分かち合う世代間の負担の平準化を図るため、必要最小限で市債(借金)を活用して

います。 

一般会計･普通債は、投資的事業の縮小等により減少傾向にありましたが、令和元年度は、

小･中学校の空調設備設置工事等のための市債の借入れなどにより増加しました。 

下水道事業や用地取得事業の債務である特別会計等債は、整備の進捗による事業量減少等

により、減少傾向にあります。 

今後は、伊勢原駅北口再開発事業や公共施設の老朽化対策等の普通建設事業が見込まれる

ため、将来世代に過度の負担が残らないように、引き続き、慎重に活用する必要があります。 

（億円） 
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▼ 市債残高の推移 

 
エ．基金 

地方自治法に基づき、市などの普通地方公共団体は、条例の定めるところにより、特定の

目的のために財産を維持し、資金を積み立て、又は定額の資金を運用するために基金を設け

ることができます。 

財政調整基金は、災害などの不測の事態による臨時･突発的な支出や、急激な景気悪化等に

よる市税の減収･財源不足に備えて、年度間での財源調整として、積立てを行い、必要な時に

取り崩して活用するものです。 

本市の財政調整基金残高は、平成 23 年度に約 0.6 億円まで落ち込みましたが、行財政改革

の推進等により可能な範囲で積立てに努め、令和3年度末現在で約17.3億円となっています。 

一方で、一般的に財政調整基金は標準財政規模の 10％～20％が適正な目安と言われていま

すが、本市においては、近年、その水準にまで積み立てられていません。（近年の景気後退局

面の影響等により、財政調整基金からの取崩しによる財源不足の補填傾向が強まっています。） 

また、財政調整基金に、特定目的基金と地方債の償還に充てるための減債基金を合わせた

基金残高の全国平均は、標準財政規模の約 3 割程度ですが、本市の場合は、1 割強程度であ

り、他団体と比較しても将来のための貯蓄が少ない状況です。 

なお、将来の公共施設の再編整備等に限定して資金を積み立てて活用する特定目的基金と

して、公共施設等総合管理基金を令和 4年度に設けたところです。 

 

一般的に適正とされる
財政調整基金の目安 

▼ 財政調整基金残高・財政調整基金残高比率の推移 
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 オ．実質公債費比率 

実質公債費比率とは、毎年度の借金返済総額がどのくらいの負担となるか、資金繰りの程

度を表す指標で、一般会計における市債などの返済に必要な経費(公債費等)が市の財政運営

に及ぼす影響を示しています。 

実質公債費比率は、平成 27～29 年度にかけて上昇(悪化)し、その後は、高止まり(横這い)

傾向にあります。 

国が定める早期健全化基準の 25％を大幅に下回っているものの、全国市区町村平均や県内

市、類似団体と比べても高い状況となっており、引き続き、財政健全化の取組が必要です。 

▼ 実質公債費比率の推移  

 

カ．将来負担比率 

将来負担比率とは、市債(借金)の残高や債務負担(支払いを約束している経費)など、将来、

一般会計が負担しなければならない実質的な負担(負債)が、市の財政にとってどの程度の負

担になるかを示す指標で、市債等の将来の支払い可能性のある負担等を指標化し、将来の財

政の圧迫度合いを示すものです。 

将来負担比率は、近年は、改善傾向となっていますが、令和 3 年度決算では県内 16市中第

3 位であり、また、全国市区町村平均や県内市、類似団体と比べても高い状況となっており、

引き続き、財政健全化の取組が必要です。 

▼ 将来負担比率の推移  

 

（％） 

全国市区町村平均 
５.５％(令和３年度) 

（％） 

全国市区町村平均 
１５.４％(令和３年度) 
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３）直面する行政経営上の課題 

 

① 人口減少社会と超少子高齢化社会への対応 

本市においてもこれから本格化する人口減少や少子高齢化の進行、生産年齢人口の減少は、

地域経済の安定や成長を阻害し縮小させることに繋がり、市税収入の減少とともに扶助費や医

療費等の社会保障関連経費の更なる増加を招き、本市の財政面に深刻な影響を及ぼすことが危

惧されます。また、行政サービスの低下や公共施設等の安全性の低下、地域間での人口の偏在

化、日常生活を支える商業･公共交通等のサービス縮小による利便性の低下など、地域社会へ

の様々な影響も懸念されます。 

こうした今後の社会経済環境の変化等を踏まえて、限られた行政資源を戦略的に活用しなが

ら、人口減少時代に対応した行財政運営に取り組んでいくことが求められます。 

その際、将来的に人口がさらに減少し少子高齢化が進展するということを前提に、これまで

とは視点を変えて、将来を見据えたまちづくりや公共政策を考え、ハード面における公共施設

等の最適化･適正配置をはじめ、ソフト面においても、既存の組織や事業の見直しなど、限ら

れた予算と人口を踏まえて、どのような制度や地域社会が望ましいかを考え、再構築していく

ことが、大きな課題と考えられます。 

 

② 公共施設等の老朽化への対応 

公共施設やインフラに係る将来更新経費は、今後の自治体経営を考える上で、大きな財政負

担となります。 

今後、2040 年頃には、多くの公共施設やインフラが建設後 50 年以上を経過する見込みであ

り、こうした経年劣化･老朽化への対応のみならず、住民や利用者のニーズの多様化、バリア

フリー化、耐震化などに対応するための大規模改修や更新が必須となります。また、将来更新

経費の試算でも示されているとおり、今後は、維持管理･更新費用が投資可能な額を上回る状

態が続くことが想定されます。すなわち、新規に公共施設やインフラを整備する余裕はなく、

既存の公共施設の維持管理や更新に追われるという状態が、この先ずっと続くことが見込まれ

ます。 

こうした、そう遠くない将来の見通しを踏まえると、これからの時代はフルセットで公共施

設やインフラを備え続けることは困難であり、公共施設等の更新や運営コスト、市民サービス

の提供や防災など様々な観点から適切な地域バランスを考慮した適正配置や、健全な財政を持

続可能なものとするために、統廃合や複合化、民間活力の活用等、公共施設等の適正化に向け

た具体的な検討を進め、また、市民に対しても共有していくことが重要な課題となっています。 

 

③ 財政健全化への対応 

本市の財政は、今後、人口減少･少子高齢化の更なる進行や人口構成の変化等の影響により、

市税収入の減少、高齢者等を支援するための扶助費の増加や公共施設等の老朽化対策の経費の

増嵩など、さらに厳しい財政状況が続くものと見込まれます。 

こうした少子高齢化社会の更なる進行や社会情勢の変化等に対応し、将来にわたって行政サ

ービスを提供できる財政構造を確保するため、財政健全化に継続して取り組み、厳しい財政状

況が見込まれる中でも、持続可能で健全かつ質の高い行財政運営を推進する必要があります。 
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④ これからの社会環境の変化に合わせた行政の見直し 

これまでの経済成長過程においては、経済成長による多くの財源をもとに、様々な行き届い

た公共政策を行政が担ってきました。こうした高度経済成長や人口増大の社会環境の中で実施

されてきた公共政策が、今後は、総人口が減っていく、また人口構造も大きく変化し、年少人

口及び生産年齢人口が減少し、高齢者が増加するという社会環境の変化とともに、公共政策の

実施に必要となる財源も縮小していくことが見込まれる中では、行政の見直し・適正化を図り、

現代及び将来の課題に対応していくために変化をしてくことが必要となっています。 

 

⑤ 公・共・私の連携･協働による公共サービスの実現 

少子高齢化の進展や社会経済環境の変化、個人の価値観やライフスタイルの変化等に伴い、

市民ニーズや地域における課題は多様化･複雑化しており、市が多岐にわたる行政需要に一律

に応えていくことが難しくなっています。 

本格化する人口減少時代において、限られた財源や人的資源で、多様できめ細やかな、より

質の高い公共サービスを実現していくためには、行政のみで実施するのではなく、民間や地域

をはじめ、多様な主体と連携・協力することが必要となっています。 

特に、今後は、民間が持つノウハウや資源を活用するなど、あらゆる分野の民間活力の導入

は必須となります。民間企業等のノウハウや資源を最大限に活かし、より質の高い行政サービ

スを提供するために、公民連携による相乗効果の最大化を図ることが重要であり、効果的かつ

効率的な行政サービスの実現に向けて、公民連携の推進体制を構築し、その取組を推進してい

く必要があります。 

また、地域における課題解決のためには、行政だけではなく、市民自らが「自助の力」、ま

た地域での「共助の力」を高めるとともに、行政と地域における多様な主体とが連携･協働を

図りながら、地域づくりに一緒に取り組んでいくことが重要となっています。 

限られた予算の中で多様な市民ニーズに対応し、質の高い公共サービスを提供していくため

には、行財政改革の推進や健全財政の維持に努めるとともに、これまで以上に民間の知恵と活

力の活用や、市民力・地域力を発揮した地域づくりが重要となっています。 

 

 

４）新たな行財政改革の取組の必要性 

行財政改革・行政経営改革に引き続き取り組んでいかなければ、今後、限られた行政職員と

財源だけでは公共政策は維持できず、ひいては市民サービスの低下や行政の破綻にも繋がりか

ねないものと危惧されます。 

また、総務省による「自治体戦略２０４０構想研究会」では、人口減少社会という時代背景 

を踏まえ、自治体が市民サービスを持続的かつ安定的に提供していくためには、スマート自治

体への転換と、公共私によるくらしの維持等が必要であると報告しています。 

さらに、新型コロナウイルス感染症の感染拡大や物価高騰等を受けて、こうした行財政改

革・行政経営改革の要請はより強まっているものと考えられます。 

コロナ禍を受けて、本市においても、不要不急のイベント等の事業の中止、書類･手続きの

簡素化、デジタル化の推進、テレワーク･時差出勤等の働き方改革の促進、不要不急の会議の
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休止やリモート化の促進などが推進されましたが、これらは本来、コロナ禍にかかわらずに行

うべき行政改革の項目です。コロナ禍だから実施する、また、コロナ後には元に戻すというこ

とではなく、このコロナ禍を契機に、さらに行政改革を推し進めるための機会と捉えて、さら

なる行財政改革・行政経営改革に取り組んでいく必要性が高まっています。 

こうした人口減少や超少子高齢化社会、財政の健全化などに対応していくために、不断の見

直しにより、行財政改革・行政経営改革をより一層推し進めていくことが求められています。 

また、本市においても、スマート自治体への早急な転換を目指すとともに、公共サービスを

これまでのようにフルセットで行政が行うのではなく、多様な主体により実践する仕組みの構

築に取り組む必要があります。 

本市が将来にわたって基礎自治体として住民生活を支え、質・量の両面から真に必要な行政

サービスを持続的に提供し続けるためには、行財政運営のあり方を、このような変化やリスク

に適応したものに転換し、アップデートしていく必要があります。 

 

 

  



 

12 

２．求められる行財政改革の流れ 

 

１）行財政改革・行政経営改革の位置付け 

 

● 行財政改革・行政経営改革の法的な位置付け 

国においては、「簡素で効率的な政府を実現するための行政改革の推進に関する法律」、いわ

ゆる『行革推進法』があり、その中で、地方公共団体における行政改革を推進する責務につい

ても明記されています。 

簡素で効率的な政府を実現するための行政改革の推進に関する法律（抄） 

（平成十八年法律第四十七号） 

（基本理念） 

第二条 簡素で効率的な政府を実現するための行政改革は、国際化及び情報化の進展、人口構造の

変化等の経済社会情勢の変化の中で、我が国の国際競争力を強化し、国民が豊かで安心して暮ら

すことのできる社会を実現するためには、民間の主体性や自律性を高め、その活力が最大限に発

揮されるようにすることが不可欠であることにかんがみ、政府及び地方公共団体の事務及び事

業の透明性の確保を図り、その必要性の有無及び実施主体の在り方について事務及び事業の内

容及び性質に応じた分類、整理等の仕分けを踏まえた検討を行った上で、国民生活の安全に配慮

しつつ、政府又は地方公共団体が実施する必要性の減少した事務及び事業を民間にゆだねて民

間活動の領域を拡大すること並びに行政機構の整理及び合理化その他の措置を講ずることによ

り行政に要する経費を抑制して国民負担の上昇を抑えることを旨として、行われなければなら

ない。 

（国及び地方公共団体の責務） 

第三条 国及び地方公共団体は、次章に定める重点分野について、前条の基本理念にのっとり、簡

素で効率的な政府を実現するための行政改革を推進する責務を有する。 

また、地方自治の憲法といわれる「地方自治法」においては、「最少の経費で最大の効果」

や「組織及び運営の合理化、規模の適正化」、「民主的にして能率的な行政」といった、地方自

治そのものと表裏一体の関係で、行財政改革・行政経営改革の意義付けが示されています。 

地方自治法（抄） （昭和二十二年法律第六十七号） 

第一条 この法律は、地方自治の本旨に基いて、地方公共団体の区分並びに地方公共団体の組織及

び運営に関する事項の大綱を定め、併せて国と地方公共団体との間の基本的関係を確立するこ

とにより、地方公共団体における民主的にして能率的な行政の確保を図るとともに、地方公共団

体の健全な発達を保障することを目的とする。 

第二条 （①～⑬及び⑯･⑰ 略） 

⑭ 地方公共団体は、その事務を処理するに当つては、住民の福祉の増進に努めるとともに、最少

の経費で最大の効果を挙げるようにしなければならない。 

⑮ 地方公共団体は、常にその組織及び運営の合理化に努めるとともに、他の地方公共団体に協力

を求めてその規模の適正化を図らなければならない。 

その他、「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」、いわゆる『財政健全化法』などの行

財政改革・行政経営改革に関連する法令もあります。 
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２）行財政改革・行政経営改革において求められる流れ 

行財政改革・行政経営改革において求められる全体の流れ・手順は、次の①～⑤のローリン

グにより進めていくことが考えられます。 

 
 

① 総合計画を踏まえた行財政改革・行政経営改革の方針・位置付けの明確化 

市の最上位計画である総合計画において示される今後のまちづくりの課題、特に行財政運営

上の課題への対応を前提に、総合計画を補完する形で、行財政改革・行政経営改革が目指すべ

き姿や理念の位置付けを明確化します。 

 

② 現状分析 

総合計画における行財政改革･行政経営改革の方針・位置付けを踏まえて、具体的な改革の

実施に当たり、まず行うべき作業が、財務面及び業務面の「現状分析」です。 

ⅰ．財務分析 

財務分析については、財政健全化法による指標や地方公会計による財務分析、住民一人当

たりのコストによる類似団体比較など、様々な指標の組み合わせにより他自治体との比較を

行うことが考えられます。 

こうした財務分析により、財務状況を「見える化」して明らかにするとともに、目的別や

性質別による分析を加えることで、どのような部分にコストがかかっているかを把握するこ

とができます。 

ⅱ．業務の棚卸し（業務量調査） 

どのような事務事業(業務)を行っているのか、その事務事業は誰がどのくらいの時間やコ

ストをかけて行っているのかを一つ一つ洗い出していく作業を通じて、市が行っている業務

量の軽重、その業務が義務的なのか裁量的なのか、あるいはその財源は特定財源なのか一般
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財源なのか等を正確に把握していくことが重要です。 

こうした業務の棚卸し（業務量調査）を通じて、その業務は正規職員が行うのか臨時職員

(会計年度任用職員)が行うのか、また、アウトソーシングなどの民間活力やＡＩ・ＲＰＡの

導入の可否、残業時間の偏在など、業務の仕分けや実施主体、効率的な業務の遂行の観点か

ら、事務事業の見直しの際に必要な判断材料を整理していくことができます。 

 

③ 事務事業の見直し 

現状分析を行った結果を踏まえて、課題を明らかにし、具体的な事務事業の見直しを行って

いきます。 

この際に、無駄なもの、役割を終えたもの、優先度が低いといった事業は廃止したり、類似

や重複する事業の統合や、実施主体の変更（行政から民間または地域へ）なども検討します。 

一度に見直しを実施できない場合には、課題解決の優先順位を見極めて、特定の課題をター

ゲットに、順次、取り組んでいくことも考えられます。 

 

④ 具体的な改善 

次に、具体的な既存制度の見直しや民間活力の導入等を検討します。 

たとえば、補助金等の見直しや使用料･手数料等の見直し、業務の改善であればＲＰＡの活

用等やデジタル化の推進による業務の効率化等を検討します。また、民間へのアウトソーシン

グや公共施設へのＰＰＰ／ＰＦＩの活用や指定管理者制度の拡大なども検討します。 

民間へのアウトソーシングに当たっては、業務の棚卸しを踏まえて、正規職員や会計年度任

用職員、さらには民間事業者との役割分担を明確にした上で、導入を検討する必要があります。 

また、公共施設マネジメントについては、行財政改革・行政経営改革の全体の流れの中で検

討し、どの事業あるいはどの公共施設の運営を民間が担うことが適切かをよく検討する必要が

あります。 

 

⑤ 適切なモニタリング評価 

行財政改革・行政経営改革は、一度行ったら終わりではありません。常に、定期的に事務事

業を評価・モニタリングしていくことが重要です。 

 

 

 

  今後、本市が取り組むべき行財政改革・行政経営改革についても、上記の「改革において求

められる流れ」を踏まえて、次頁以降で示す「新たな行財政改革の基本的な考え方」に沿って、

取り組んでいきます。  
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３．新たな行財政改革の基本的な考え方 

 

１）位置付け・体系的な整理 

令和５年度から取り組む行財政改革・行政経営改革について、次のように体系を整理します。 

なお、ＳＤＧｓの 17 の目標についても配慮しながら、計画を推進します。 

 

２）計画期間 

行財政運営の改善により、令和５年度から新たにスタートする第６次総合計画-前期基本計

画の進捗を円滑にするとともに、同様に令和５年度を始期とする相互に関連性の深い他の諸計

画との整合を図るため、令和５年度から令和９年度までの５年間を計画期間とします。 
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３）基本理念 

今後の人口減少による市税収入の減少や行政サービスに対するニーズの多様化、社会保障関

連経費の増加などにより、本市の財政運営は厳しい状況が続きます。 

こうした財政状況の中、持続的に質の高い行政サービスを提供していくため、行財政基盤を

強化するとともに、デジタル化による業務の効率化や効果的な執行体制の構築、公共施設の縮

充･最適化などの取組が求められています。 

こうしたことを踏まえて、第６次行財政改革推進計画における【基本理念】を、『持続的

な行財政運営の実現』と定め、将来にわたって持続可能な行政サービスを提供するため、

健全で安定した行財政基盤の構築に努めます。 

 

 

４）５つの基本方針 

『【基本理念】持続的な行財政運営の実現』を図るために、行財政改革の５つの基本方針を、

次のとおり定めます。 

☆ 行財政改革の基本方針１；行政サービスの最適化 

  限られた経営資源で持続的に質の高い行政サービスを提供していくため、継続的な業務改善･事

務事業の総点検等により、 「業務のプロセス」のみならず「事業そのもの」を見直し、行政サービス

の質･量の適正化を図ることにより、効果的かつ効率的な行政運営を推進します。 

☆ 行財政改革の基本方針２；公共私の連携･協働 

  行政と市民、地域コミュニティ、民間事業者などといった多様な主体との連携･協働を促進すること

で、地域の課題にきめ細やかに対応するとともに、効率的で質の高い公共サービスの実現を促進し

ます。 

☆ 行財政改革の基本方針３；スマート市役所への転換 

  行財政改革の推進と関連して、デジタル技術やデータを活用し、業務の効率化や行政サービスの

改善を進めながら、住民の利便性向上を目指す自治体ＤＸの取組を更に推進します。 

☆ 行財政改革の基本方針４；公共施設の縮充･最適化 

  公共施設の安全･安心の確保と利便性の向上を図り、市民に持続可能な施設サービスを提供で

きるよう、様々な機能を融合させ、施設の規模は縮めても機能は充実させる「縮充」の考えの下で、

公共施設の最適化（総量･配置、有効活用、効率的な運営、施設の保全管理）に向けた取組を進めます。 

☆ 行財政改革の基本方針５；健全な財政運営 

  市民に信頼され、健全で安定した財政運営を図るため、『入るを量って、出るを制す』という財政運

営の原則に則り、財政をスリム化･重点化することを基本として、税収や税収外自主財源の確保、事務

事業の見直しと連動した歳出の節減合理化、市債の計画的な管理、財政調整基金･特定目的基金

の確保や適正管理などにより、自律した財政基盤の構築及び財務マネジメントの強化を図ります。 
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４．行財政改革の推進方策 

 

１）改革の推進項目 

行財政改革の５つの基本方針に基づき、それぞれ合計で１０の改革の推進項目を定め、改革

に取り組みます。 

 

☆ 行財政改革の基本方針１；行政サービスの最適化 

① 業務の棚卸し・業務改善 

業務の棚卸し・業務分析を通じた「業務の見える化」は、自治体ＤＸ推進による業務改善･

効率化の取組とも関連して、業務フローの再整理や見直しにも資するものであり、ＢＰＲの手

法も取り入れた業務改革やＩＣＴ等の活用、組織体制の変革、民間活力の積極的な活用等に繋

げていきます。 

また、全庁的に行財政改革の意識を共有しながら取り組んでいく環境づくりを工夫します。 

〔想定される改善取組事項〕 

▪業務の分析･業務改善(業務量調査)   ▪職員提案制度の運用改善  ▪内部統制制度の導入検討 

▪ＢＰＲ(ビジネス･プロセス･リエンジニアリング)による業務改革   等 

 

② 事務事業の見直し 

業務の棚卸しや業務分析などを通じて明らかになった改善課題などを踏まえて、市が実施す

る事務事業全般について、ゼロベースで、歳入･歳出の両面から総点検をします。 

その際、時代に即した市民ニーズを的確に把握した上で、真に必要な行政サービスを最適な

質･量･提供主体･手段で実施するために、事業の目的や必要性･費用対効果･実施主体･受益者･

同程度の自治体の実施状況などの様々な角度から見直すとともに、スクラップ＆ビルドの徹底

による歳出の見直し、事業の選択と集中、行政事務の簡素化･効率化･合理化･廃止や縮小･休

止･先送り･外部委託･整理統合･事務事業の広域処理などの手法により、最適な行政サービス

の提供を推進することを目指します。 

〔想定される改善取組事項〕 

▪事務事業の点検･見直し  ▪窓口業務改革  ▪学校給食の公会計導入 

▪広域連携による事務の効率化   等 

 

③ 組織・マネジメントの見直し 

必要な行政サービスを将来にわたり安定的に提供できる体制を確保し、組織全体の活力を維

持するために、事務事業を効果的かつ効率的に遂行するための組織や効率的な業務の執行体制

の構築に取り組みます。 

〔想定される改善取組事項〕（※関連計画等） 

▪計画的な定員管理の推進（※定員管理計画）  ▪専門的な外部人材の活用 

▪効果的かつ効率的な業務執行を目指した任用形態のあり方検討  ▪課題解決型組織の構築 

▪職員の人材育成や人事評価制度の運用改善（※人材育成基本方針） ▪働き方改革の推進   等 
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☆ 行財政改革の基本方針２；公共私の連携･協働 

④ 公民連携の推進 

民間のノウハウを活用し、市民の満足度や利便性を高めるとともに、効果的かつ効率的に公

共サービスを提供できるよう、様々な手法による公民連携の導入を推進します。 

また、市の事務事業の執行方法を点検し、公共的サービスを市が直営で行うよりも、民間事

業者や市民活動団体等に委ねた方がサービス水準の向上や経費節減を図ることができる業務

については、業務のアウトソーシングや包括管理委託など、多様な手法による民間活力の活用

を積極的に推進します。 

〔想定される改善取組事項〕（※関連計画等） 

▪アウトソーシング（民間委託）の拡大（※アウトソーシング推進方針） 

▪包括的な施設管理業務委託の導入検討   ▪民間提案制度の導入 

▪指定管理者制度の運用改善（モニタリングの強化）及び対象拡充（※指定管理者制度運用指針） 

▪ＰＰＰ／ＰＦＩ手法導入優先的検討規程の策定及びＰＰＰ／ＰＦＩの活用検討   等 

 

⑤ 市民･地域との協働の推進 

地域における複雑･多岐にわたる課題を解決するために、地域における多様な主体が協働し

て取り組む地域づくりなど、自立した地域コミュニティの形成への支援を行います。 

〔想定される改善取組事項〕 

▪地域づくりの支援  ▪市民協働事業の推進  ▪アドプト制度的な取組の運用促進   等 

 

 

☆ 行財政改革の基本方針３；スマート市役所への転換 

⑥ ＩＣＴの活用・ＤＸの推進 

市民の利便性の向上や行政事務の効率化を図るため、行政手続きのオンライン化を推進する

とともに、ＡＩやＲＰＡなどのＩＣＴ技術の活用や情報システムの標準化などを進めます。 

〔想定される改善取組事項〕（※関連計画：ＩＣＴ推進計画） 

▪行政手続きのオンライン化の推進  ▪ＡＩ・ＲＰＡ導入業務の拡充 

▪情報システムの標準化･共通化  ▪公開型ＧＩＳ(地図情報システム)の拡充 

▪電子契約の導入  ▪公共施設でのキャッシュレス化の整備   等 

 

 

☆ 行財政改革の基本方針４；公共施設の縮充･最適化 

⑦ 公共施設マネジメントの推進 

人口減少等に伴う厳しい財政状況や公共施設の利用需要等の変化に対応するため、令和５年

度を始期とする公共施設再配置プランの進捗にあわせて、行財政改革の観点も踏まえ、多機能

化･複合化による機能集約や統廃合など、公共施設等の縮充･最適化に向けた取組を進めます。 
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また、今後も厳しい財政状況が見込まれる中で、公共施設等のトータルコストの縮減の観点

から、民間活力を活用し、効率性･経済性を考慮した施設の整備手法や管理運営方法の導入に

向けた検討を進めるとともに、引き続き、施設利用に係る受益者負担の適正化を図ります。 

〔想定される改善取組事項〕（※関連計画：公共施設等総合管理計画、公共施設再配置プラン） 

▪公共施設再配置プランの推進･進捗管理（公共施設の適正な管理運営、施設機能の再編） 

▪包括的な施設管理業務委託の導入検討(再掲)  ▪小中学校水泳授業の民間施設活用の試行 

▪市営自転車等駐車場の運営の見直し  ▪市民文化会館の運営の見直し 

▪公共施設等敷地の有償借地の縮減･借地料の見直し 

▪公共施設に係る受益者負担の適正化（※公共施設の受益者負担に関する基本方針等）   等 

 

 

☆ 行財政改革の基本方針５；健全な財政運営 

⑧ 歳入改革（歳入の確保） 

自主財源の基幹となる市税等収入の確保に向けて、徴収体制の整備を進め、徴収率の向上を

図るほか、地域産業の振興や企業立地等の促進、働き盛りの子育て世代を始めとする生産年齢

人口の維持により、税源の涵養に努めます。 

使用料･手数料については、行政の役割と利用者の負担のあり方や利用する/しない市民との

負担の公平性などを踏まえて、受益者負担の適正化を図ります。 

ふるさと納税・企業版ふるさと納税や有料広告･ネーミングライツの拡充、不用公有財産の

処分･公共施設の貸付収入など、積極的に税外収入の確保を図るほか、新たな独自財源の確保

に向けた研究を進めます。 

〔想定される改善取組事項〕（※関連計画等） 

▪市税等徴収率の向上  ▪新たな独自財源の確保に向けた研究 

▪ふるさと納税・企業版ふるさと納税の推進、クラウドファンディングの活用 

▪下水道使用料の適正化（下水道経営の健全化）（※下水道経営戦略） 

▪受益者負担の適正化･見直し  ▪有料広告・ネーミングライツの拡充 

▪自動販売機設置場所の貸付拡大  ▪観光施設維持管理協力金制度の拡充 

▪不用公有財産の処分促進 

▪国･県補助金等の特定財源や有利な財政措置のさらなる活用   等 

 

⑨ 歳出改革（歳出の節減合理化） 

行政サービスの質を低下させずに経費の節減を図ることを基本に、従来の考えにとらわれ

ず、市単独事業や補助金の見直しを含むすべての事務事業の有効性･効率性･必要性及び仕事の

進め方などをゼロベースで点検し、あらゆる手法を活用して事務事業の合理化･効率化･集約化

を図ります。 

〔想定される改善取組事項〕 

▪市単独事業等を中心とした事務事業の見直し  ▪補助金･負担金等の見直し 

▪事業公社･土地開発公社の健全化の推進  ▪特別会計への法定外一般会計繰出金の縮減   等 
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⑩ 財政運営規律の確保 

財政の健全化のためには、財源不足を解消して収支を均衡させるとともに、社会経済情勢の

変化や市民ニーズの変化などに柔軟に対応できる財政構造を確保することが必要です。 

今後予定される伊勢原駅北口市街地再開発事業や公共施設等の老朽化対策等の普通建設事

業を推進するに当たり、財政上、市債の借入による一般財源不足の解消や財政負担の平準化が

不可欠となりますが、これにより市債残高は増加するため、市債発行の上限額を定めて公債費

を適正に管理することにより、健全化判断比率の上昇に一定の歯止めをかけ、財政運営規律を

確保します。 

また、公共施設等の更新･再編整備や伊勢原駅北口市街地再開発事業の推進に将来必要とな

る公債費の元利償還金も含めた一般財源による負担の平準化を図り、円滑な事業促進に資する

財源を確保するため、公共施設等総合管理基金や市街地再開発基金により、計画的に基金への

積立て及び活用を図ります。 

〔想定される改善取組事項〕 

▪財政の健全化の推進 

▪大規模建設事業等のマネジメントによる公債費の適正管理（市債新規発行枠の上限設定） 

▪特定目的基金への計画的な積立て及び活用による財源確保･財政負担の平準化 

▪財政調整基金残高の確保   等 

 

 

 

２）アクションプランの作成 

１）で示す１０の改革の推進項目に沿って、具体的な改善取組事項を実施項目として整理し、

別途、アクションプランとしてまとめた上で、計画的に改革に取り組みます。 

アクションプランの作成に当たっては、「公共施設再配置プラン」や「ＩＣＴ推進計画」な

ど個別計画により進行管理できるものとの整合を図りながら、一体的に改革に取り組みます。 

実施項目の評価に当たっては、成果を評価できる指標（質・量）を適切に設定した上で、毎

年度、評価を行い、改善取組の推進を図ります。 

また、アクションプランの内容は、毎年度、改革の進捗状況や新たに生じる行政課題に応じ

て、その内容を精査し、必要に応じて修正を加えながら、深化をさせていきます。 

 

 

３）推進体制と進行管理 

 

① 行財政改革推進本部 

本計画の進行管理は、市長を本部長とする伊勢原市行財政改革推進本部が行います。持続可

能な行財政運営を実現するべく計画の進行管理を行うとともに、取組の見直しや更なる取組の

追加に係る協議･決定を行います。 

また、必要に応じて、本部の下に関係課により構成する作業部会を設け、行財政改革に係る

個別テーマの作業に取り組みます。 
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② 行財政改革推進委員会 

専門的知見を踏まえ、より効果的に行財政運営の改善を推進するため、外部の有識者等で組

織する伊勢原市行財政改革推進委員会に計画の進捗状況についての点検を受け、意見をいただ

きます。 

【推進体制図】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 計画の進行管理 

計画の進行管理に当たっては、年度ごとに、ＰＤＣＡサイクル（Ｐｌａｎ(戦略･計画)-Ｄｏ

(実行･運営)-Ｃｈｅｃｋ(点検･評価)-Ａｃｔｉｏｎ(改善･見直し)）により、実施内容の評価･

検証、進捗管理及び見直し等を行っていきます。 

ＰＤＣＡサイクルの進行管理については、行財政改革推進本部(部長級)において進捗状況等

について内部点検･評価を実施し、行財政改革推進委員会(外部)により客観的な立場から点検･

評価･検証を行うことにより、取組の進捗状況等を把握し、改善につなげていきます。 

また、計画の進捗状況等については、市の広報紙やホームページを通して広く市民に公表し

ます。 

さらに、社会経済情勢の変化等を敏感に捉え、実施項目の見直しや追加、あるいは「行財政

改革・行政経営改革」の枠組みそのものの不断の見直しを行います。 

 

 

  

行財政改革推進本部 
(部長級) 

行財政改革推進委員会 
（外部委員） 

必要に応じて作業部会 
(関係課長等) 

庁内各所属 

行財政改革を推進するに当たり、その円滑な進行と総

合調整を図るため、行財政改革推進計画の実施及び行財

政改革の推進に関する事項等について、市長を本部長と

する行財政改革推進本部に諮り、全庁的に協議します。 

また、個別の改革課題に深掘りして対応するため、必

要に応じて、関係課によるワーキングチーム(作業部会)

を設置します。 

計画の策定･見直し 計画に基づく取組の実施 

検証結果をもとにした計画の見直し 

（課題の抽出） 
実施状況と成果をもとにした計画の検証 

Plan（計画） Do（実行） 

Action（改善） Check（評価） 
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